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育で活用する「NIE」（Newspaper in Education）2 ）も注目を集めるようになり、新聞各社は主権
者教育の高まりを好機ととらえて営業・広報活動を活発化させている。例えば読売新聞東京本






























































2005年に改正された現「教育基本法」（以下「新教基法」と略）でも、旧 8条は第 1項第 2項
ともに14条（以下、「新14条」）にそのまま引き継がれた。そして以上の経緯から、教育現場に
は政治的な事項への取り組みが党派的教育とみられることへの恐れが生まれ、第 1項が期待す





























































































































































































































































































































































































































































































































 6 ）1947年 3 月15日衆議院教育基本法委員会、1947年 3 月22日貴族院教育基本法特別委員会。なおこれら
の資料は日本教育法学会のホームページ（http：//jela1970.jp/20160409b.pdf）にまとめられており、筆
者もこれらの資料を参照した。
 7 ）「平成27年 6 月15日　参議院政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会における決議」（http：//
www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/189/f410_061501.pdf）
 8 ）2015年 9 月30日付『毎日新聞』朝刊社説「主権者教育指針」では、総務省と文部科学省の副教材につ
いて「主権者教育の指針」と表現している。また2015年10月 5 日付『朝日新聞』朝刊「オピニオン」
欄の特集「18歳選挙権と教室」では、「主権者教育」という言葉を特に定義せずに用いているが、本
稿における①と②の総称と思われる。
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 9 ）日本新聞協会は2000年、新聞倫理綱領を改訂している。
10）旧綱領では「第三　評論の態度」で「評論は世におもねらず、所信は大胆に表明されねばならない」
として、没評論原則が強調される「報道」と評論とを明確に区別している。
11）この文章は少なくとも2015年 2 月まで同社のウェブサイトに掲載されていたが、現時点ではレイアウ
トの変更に伴い、掲載されていない。しかし、「ニュース」と「オピニオン」の区別を強調する米国ジャー
ナリズムの伝統的な認識について変化はない。
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